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１．令和４年度までの取組
　少子化が進む中でも、将来にわたり生徒がスポーツ・
文化芸術活動に継続して親しむ機会を確保し、生徒のニー
ズに応じた多様で豊かな活動を実現するためには、「地域
の子供たちは、地域で育てる」という意識の下、地域の
スポーツ・文化資源を最大限活用しながら部活動改革を
推進することが必要不可欠です。
　スポーツ庁・文化庁では、令和4年12 月に、学校部
活動の適正な運営や効率的・効果的な活動の推進ととも
に、学校部活動の地域連携並びに地域の運営団体・実施
主体による地域スポーツクラブ活動及び地域文化クラブ
活動への移行に取り組むべく、平成 30 年の運動部活動
と文化部活動のガイドラインを統合した上で全面的に改
定し、新たに「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の
在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定し、国と
しての取組の方向性等を示しました。

2．国の予算支援
　令和５年度予算では、地域移行に向けた実証事業や部
活動指導員の配置等に必要な経費として 28 億円を計上
しています。このうち、部活動の地域移行に関する実証
事業においては、運動部活動では全国 339 市区町村が、
文化部活動では県立学校含む 97 市区町村（文化部のみ
実施は 23 県市町）にて、取組が進められています（令
和５年９月現在）。さらに、令和６年度概算要求において
は、部活動の地域連携や地域スポーツ・文化クラブ活動
移行に向けた環境の一体的な整備として 49 億円を計上
し、その中で、より多くの自治体において実証事業が実

施できるよう、地域移行に向けた実証事業に係る経費と
して 27 億円を要求・要望しました。
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部活動の地域連携や地域スポーツ・文化クラブ活動移行
に向けた環境の一体的な整備
方向性・目指す姿

事業内容

 令和6年度要求・要望額 49億円
（前年度予算額 28億円）

Ⅰ.地域クラブ活動への移行に向けた実証事業     27億円（11億円）

※2 コミュニティ・スクール（学校運営協議会）等の仕組みも活用
※1 補助割合について、都道府県又は指定都市の場合は、国1/3、都道府県・指定都市2/3。

 「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる。」という意識の下、地域
の実情に応じスポーツ・文化芸術活動の最適化を図り、体験格差を解消。

 少子化の中でも、将来にわたり我が国の子供たちがスポーツ・文化芸術に継続して親しむことが
できる機会を確保。学校の働き方改革を推進し、学校教育の質も向上。

 自己実現、活力ある社会と絆の強い社会創り。部活動の意義の継承・発展、新しい価値の創出。

 地域の実情に応じた持続可能で多様なスポーツ・文化芸術環境を整備し、多様な体験機会を確保。

＊ 本資料における「スポーツ」には障害者スポーツを、「文化芸術」には、障害者芸術を、「中学校」には特別支援学校中学部等を含む。
体制例は、あくまでも一例である

各都道府県・市区町村の地域スポーツ・文化芸術活動の推進体制等の下で、コーディネーターの配
置を含む運営団体・実施主体等の体制整備、指導者の確保、参加費用負担への支援等に関する実
証事業を実施し、国において事業成果の普及に努めるとともに、全国的な取組を推進する。

（１）地域クラブ活動への移行に向けた実証 ※取組例

面的・広域的
な取組 内容の充実 参加費用負担

支援等

関係団体・分野との連携強化
・ スポーツ協会、競技団体、文化芸術
団体、大学、企業等
・ スポーツ推進委員、 地域おこし
協力隊
・ まちづくり・地域公共交通

体制整備 指導者の質の
保障・量の確保

・ 人材の発掘・マッチング・配置
・ 研修、資格取得促進
・ 平日・休日の一貫指導
・ ICTの有効活用

・ 複数種目、シーズン制
・ 体験型キャンプ
・ レクリエーション的活動

・ 地域クラブ活動の拡大
・ 市区町村等を超えた取組

・ 困窮世帯の支援
・ 費用負担の在り方

学校施設の
活用等

・ 効果的な活用や
 管理方法

・ 関係団体・市区町村等との連絡調整
・ コーディネーターの配置、地域学校協働
活動推進員等との連携の在り方

・ 運営団体・実施主体の体制整備や質の
確保

部活動指導員の配置を充実 【16,500人（運動部：13,000人、文化部：3,500人）】

Ⅱ.中学校における部活動指導員の配置支援  18億円（14億円）
各学校や拠点校に部活動指導員を配置し、教師に代わる指導や大会引率を担うことにより、生徒のニー
ズを踏まえた充実した活動とする。 （補助割合：国1/3、都道府県1/3、市区町村1/3）※1

上記の施策を支える新たなスポーツ環境の構築のため、以下の取組を実施。
 ・公立中学校の施設の整備・改修を支援(用具保管の倉庫設置、スマートロック設置に伴う扉の改修等)
 ・指導者養成のための講習会や暴力等の根絶に向けた啓発活動の実施等。
 ・大学生が卒業後も継続的に地域の中学生の指導に当たる仕組みを構築。

   ・多様なニーズに対応した中学生年代の都道府県大会等の創設・開催を支援。

Ⅲ.地域における新たなスポーツ環境の構築等      4億円（3億円）

※ 実証事業２年目となる地域クラブ活動は、原則、国費だけではなく、一定の割合の受益者負担や行政・関係団体の自主財源からの
支出、企業等からの寄付などとの組み合わせにより、持続的に活動することを前提とした仕組みを構築し、検証。
※ 平日・休日の一貫指導や市区町村を超えた取組など、地域の実情に応じた最適化・体験格差の解消を図る意欲的な取組を充実。

令和５年度

・事例創出・課題の洗い出し、課題解決策の検討・試行、地域クラブ活動のモデル・プロセスの分析
  ・成果の普及、進捗状況の検証、地域クラブ活動の整備促進、全国的な取組の推進

・ガイドラインの見直し
・更なる支援方策の検討

改革推進期間
令和８年度

地域クラブ活動の充実
令和６年度 令和７年度

★ 重点地域における政策課題への対応
地域スポーツ・文化芸術環境の整備に先導的に取り組む地域を重点地域として指定し、政策課題への
対応を推進する。

・多様なスポーツ・文化芸術体験の機会の提供
・高校との連携やジュニアからシニアまでの多世代での取組
・スクールバスの活用や地域公共交通との連携
・不登校や障害のある子供たちの地域の学びの場としての役割
・トレーナーの活用を含めた安全確保の体制づくり

・体育・スポーツ・文化芸術系の大学生、パラアスリー
ト等を含むアスリート・アーティスト人材等の活用

・学校体育施設の拠点化や社会体育施設との一体
化などによる地域スポーツの活動拠点づくり

・企業版ふるさと納税等を含む民間資金の活用 等

（２）課題の整理・検証、地域クラブ活動のモデル・プロセスの分析、地域クラブ活動の整備促進等
・ 事業成果の普及方策、地域クラブ活動の整備の進展に伴う新たな課題の整理・解決策の検討
・ 運営形態の類型や競技ごとの地域クラブ活動のモデル・プロセス、組織マネジメント等の分析・検証
・ 単一自治体での対応が困難な場合の地域クラブ活動の整備促進方策の検討 等

（単体の）部活動

指導

地域の人材

○○中学校

合同部活動

指導

地域の人材
○○中学校

□□中学校△△中学校

※直ちに①②のような体制を整備
することが困難な場合

学学校校部部活活動動のの
地地域域連連携携※２

部活動指導員 部活動指導員

市区町村

スポーツ・
文化芸術団体 大学 民間

事業者
地域学校
協働本部

地域クラブ活動

指導者

参加

○○中学校 ◆◆中学校△△中学校

連携 総合型
地域スポーツクラブ 民間事業者等

指導指導

地域クラブ活動

参加

○○中学校 ◆◆中学校△△中学校

休日の
地域クラブ活動

体制例

方向性

 子供や大人、高齢者や障害者の参加・交流を推進する地域スポーツ・文化
 芸術活動の中に部活動を取り込む。ウェルビーイングの実現、まちづくりの推進。

＜主な政策課題＞

（担当：スポーツ庁地域スポーツ課、文化庁参事官（芸術文化担当））

　本事業では、今年度実施している全国的な取組の推
進に加え、地域スポーツ・文化芸術環境の整備に先導的
に取り組む地域を重点地域として指定し、政策課題への
対応を推進するための経費を計上しています。また、課
題の整理・検証、地域クラブ活動のモデル・プロセスの
分析、地域クラブ活動の整備促進等に係る経費も計上
することで、事業成果の更なる普及や、事業実施の中で
出てきた新たな課題にも対応してまいりたいと考えてい
ます。

3．実践研究事例集の公表
　昨年度に引き続き、本年９月には、令和４年度における
運動部活動及び文化部活動の地域移行等に関する実践研
究事例集を公表しており、全国における様々な工夫あふ
れる事例等を紹介しています。今年度公表の事例集は、
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他省庁の関連予算事業（地域おこし協力隊、地域交通共
創モデル実証プロジェクト）も含め、部活動改革に関係
する様々な情報をまとめた、部活動改革ポータルサイト
も開設しており、月２回程度を目安にコンテンツの充実を
図っていますので、こちらも是非ご参照ください。

令和5年度から、休日の

が始まります部活動の地域連携・地域移行

これから、だんだんと、休日の部活動は学校単位ではなく、地域クラブ活動として地域で実施するよ
うになります。これは、子どもたちのための大改革です。部活動のこれまでの「当たり前」から抜け出
し、地域で行うクラブ活動として、新しい「当たり前」を創り出しましょう。

地域で多様な活動を楽しめる

学校を越えた仲間の獲得

多様な世代との豊かな交流

有資格者・専門性のある指導者

スポーツに限らない多様な体験

引退後も継続したスポーツ機会

1運動部あたりの人数の減少
特にチームスポーツなど部員数が足りない
団体戦に出られない・練習試合ができない！

中学校における部活動設置数の減少
やりたい部活が学校にない！

全国で 少子化 が深刻化
どうして部活動改革を進めるの？

専門的な指導を受けられない

いろんなスポーツを体験してみたい
引退後、続けられる場所がない

他にも…

部活動改革ポータルサイト ～学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に向けて～
https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/mcatetop01/list/1372413_00003.htm

室伏長官からのメッセージや部活動に関するガイドライン、
全国の事例、各種制度、FAQ、広報素材等を紹介しています。 部活動改革
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約12.3万部

約19.1人

約361万人
約356万人 約354万人

約341万人

約322万人 約323万人

約16.4人

約11.6万部

中学校の在学者数 1運動部あたりの人数 運動部活動数

子供のスポーツ機会を守る

地域の子供は、学校を含めた地域で育てる

部活動の地域連携って？

部活動と「地域クラブ活動」はどこが違うの？

複数校でまとまって一つの部活動とする合同部活動の導
入や、部活動指導員等の地域の人材を活用することによ
り、あくまで学校で運営・実施しつつも、生徒の活動機会
を確保するものです。

部活動の地域移行って？
地域の多様な主体が運営・実施する地域クラブ活動に
よって、部活動を代替するものです。学校とも連携しなが
ら、多様な活動を、可能な限り低廉な会費で実施します。

合同部活動
○○中学校 △△中学校 □□中学校 地域クラブ活動

○○中学校

△△中学校 □□中学校

地域の人材

部活動指導員

指導

市区町村

スポーツ・
文化芸術団体 大学 民間

事業者
地域学校
協働本部

連携 連携 連携 連携

指導者

参加

・ 学校が主体となって行われる部活動

・ 学校の中で実施

・ 複数校でまとまって一つの部活動を行う合同部活動の
導入や、部活動指導員等の地域の人材を活用すること
（地域連携）を推奨

・ 地域が主体となって行われる活動
・ 市民体育館、公民館、学校体育施設など、多様な場所
で実施

・ 多世代・多種目な活動

教員 生徒

学校単位での部活動 例：○○中学校での部活動 地域クラブ活動 例：○○市町村での地域クラブ活動

地域の指導者
総合型地域スポーツクラブや
民間事業者などの地域人材

地域の子どもたち
世代間などの多様な交流が

考えられる

学校部活動 地域クラブ活動

○部活動改革ポータルサイト
（スポーツ庁ＨＰ）

3

ポータルサイト

　また、自治体における取組を支援するため、 「地域ス
ポーツクラブ活動アドバイザー事務局」を設置しており、
自治体からの相談・問い合わせに対応しています。今夏
には、自治体における会議へのアドバイザーの派遣依頼
もいただき、対応してきているところです。
〇アドバイザー事務局問い合わせ先

4

〇アドバイザー事務局問い合わせ先

　部活動の地域移行関係者の皆様におかれては、部活動
の地域移行に関する実証事業の予算等も活用いただきな
がら、ガイドラインや通知、事例集等も踏まえ、部活動
の地域連携・地域移行への御理解・御協力のほど、どう
ぞよろしくお願いいたします。

より分かりやすい形で作成しており、例えば運動部に関す
る事例集では、地域移⾏に関するよくある質問や、責任
の所在を定めている事例などを盛り込んだコラムを記載
しておりますので、ぜひご参考としていただければ幸い
です。
○運動部活動の地域移行等に関する
実践研究事例集（スポーツ庁ＨＰ）

2

運動部活動の事例集 文化部活動の事例集

○文化部活動の地域移行に関する実
践研究事例集（文化庁ＨＰ）

2

運動部活動の事例集 文化部活動の事例集

4．自治体の取組状況
　スポーツ庁が本年６～７月に行った調査（回収数 1452
自治体（回収率約 80％））によれば、５割に近い自治体
が令和５年度中に推進計画の策定及び協議会の設置を行
う予定としていました。協議会の設置予定については、
既に４割の自治体が設置済みとの回答で、更に残り３割
の自治体は令和５年度中に設置予定と回答しており、協
議会の設置を端緒としつつ、令和５年度中には部活動改
革に乗り出そうとしている自治体が７割にも上ることが分
かっています。また、既に先進的な自治体では各種課題
への対応に係る好事例も出てきているところです。

1

5．情報発信等について
　文部科学省では、部活動の地域連携・地域移行に関
する情報発信にも力を入れています。自由にご利用いた
だけるチラシ・ポスターや、ＦＡＱや全国の事例、更には


